2008年度「労働法」（水町）

第25回　労働紛争解決法（text377-399）
１　日本の労働紛争の特徴
　　○伝統的特徴
・法使用回避の傾向
　　　　＊その要因は文化（日本人の意識）か？制度（長期雇用）か？

　　○今日における変化

　　　　・集団的労使紛争の減少

　　　　・個別的労働紛争の増加
　　○課題
２　労働紛争解決システム
2.1　企業内紛争解決システム
　　○労働紛争の特徴
　　　　・「公共財」性

　　　　・紛争の多様性・複雑性

　　　　・紛争発生に伴うコスト
　　○労働紛争解決システムのポイント
　　○日本の企業内システムの危険性と課題
2.2 行政による紛争解決システム

○都道府県労働局長による個別労働紛争の解決促進

2001（平成13）年個別労働紛争解決促進法

　　　　・総合労働相談コーナー（ワンストップサービス）

　　　　・都道府県労働局長による助言・指導

　　　　・紛争調整委員会によるあっせん

　　○労働委員会による紛争解決

　　　　・不当労働行為の審査・救済（労組法7条、27条以下）

・労働争議の調整（あっせん・調停・仲裁）（労働関係調整法6条、10条以下）

　　　　・個別労働紛争の相談・あっせん

2.3　裁判所による紛争解決システム

　　○労働審判手続

　　　　2004（平成16）年労働審判法（2006年4月から実施）

　　○民事通常訴訟

　　○保全訴訟

　　○簡易裁判所による少額訴訟手続・民事調停

探究　日本の労働紛争解決システムのグランドデザインはどのように描かれるべきか？　例えば、当事者の分権的な話し合いによって柔軟かつ協調的に問題の解決を図ることを重視すべきか？　それとも、法律や判例で明確な基準（行為準則）を定め、公権力（行政や裁判所等）によって当事者にそれを遵守させることを重視すべきか？　
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